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における研究成果をもとに具体的な内容 検討す とともに、 国 先駆け













太湖流域で展開している水環境政策を評価する視点を得るために、環境ガバナンス論における「政策統合」と水資源管理論における 「統合的水資源管理」という二つの「統合」に関する議論を手がかりにして、水環境の保全と再生のためのガバ の在り方 論じている。そして日本における典型事例のひとつである琵琶湖の経験を取り上げ、その歴史的な展開と近年の新しい取り組みの連続性と断続性に留意しながら、流域の水環境保全・再生を評価する視座を提示したうえで、無錫市における水環境総合対策事業の実施過程について具体的に検討 ている。　
第四章（編者）では、アジア経済研
究所と南京大学環境学院環境管理・政策研究センターが共同で実施してきたコミュニティ円卓会議に関する四年間の社会実験をふまえて、その可能性と課題を論じている。太湖流域の水環境政策はトップダウン型ガバナンス なかで展開しているが、長期持続的に必要とされる環境再生の取り組みには住民を含めたステークホルダーの参加と協働が欠かせない。コミュニティ円卓会議は、あるコミュニティにおいて政府、企業、住民がひとつのテーブルを囲んで対話を行いながら、地域の環境問題の解決をめざす試み あり、ガバナンスの改革に向けた小さい がらも重要な一歩であると評価でき ものの、多くの課題もまた明らかに ってきている。　
第五章（礒野弥生／東京経済大学）
では、コミュニティ円卓会議を試行段階から制度へと発展させるうえでの課題について 「対話と協働」に関する日本および他国の事例を参照しながら、その要件の検討を行っている。太湖流域における水環境の保全と再生のための取り組みを 「太湖 再生的管理」ととらえ、それにかかわるステークホルダーを地域住民の ならず広く捉え直し、太湖の再生的管理 おけ 参加の新たな段階 切り拓くために求められる対話と協働の仕組みについて議論を行っている。　
終章（編者）では、以上の議論をも
とにして、太湖流域における水環境ガバナンスの制度構築および制度改革に向けた課題を改めて整理すると もに、残された研究課題をふまえて、他の流域・地域 の比較検討も視野 入れた今後のガ 論を展望している。中国では、環境政策もまた他の公共政策と同様 短期的な政策目標達成が地方幹部の政治業績考課や地域間のモデル競争によって推進されているが、流域水環境改善 ための再生的管理のような長期にわたる多様なステークホルダーの協働によ 取り組みにあたっては、誰がどのような基準と手続きによって評価とフィードバックを行っていくのかが大き 課題となる。現実の政治・経済・社会 なかで流域水環境の順応的 理の具体的な仕組みづくりをど ように行っていくかについてはさらなる試行錯誤 求められている。（おおつか
　
けんじ／アジア経済研究所
　
環境・資源研究グループ）
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